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無害化処理認定業者 

  

事業者名 設置場所 処理方式 廃 油 トランス・コンデンサ等 その他汚染物 

財団法人愛媛県廃棄物処理センター 愛媛県 焼却 ○  ○  ○ 

光和精鉱株式会社 北九州市 焼却 ○  ○  ○ 

株式会社クレハ環境 いわき市 焼却 ○   ○  

東京臨海リサイクルパワー株式会社 東京都 焼却 ○ 

エコシステム秋田株式会社 秋田県 焼却 ○     

神戸環境クリエート株式会社 神戸市 焼却 ○    ○ 

株式会社富山環境整備 富山市 焼却 ○ ○  ○  

株式会社富士クリーン 香川県 焼却 ○ 

関電ジオレ株式会社 尼崎市 焼却 ○ 

三光株式会社 鳥取県 焼却 ○ ○ ○ 

杉田建材株式会社 千葉県 焼却 ○ ○ ○ 

ＪＦＥ環境株式会社 横浜市 焼却 ○ ○ 

群桐エコロ株式会社 群馬県 焼却 ○ ○ 

環境開発株式会社 金沢市 焼却 ○ ○ 

オオノ開発株式会社 愛媛県 焼却 ○ ○ 

JX金属苫小牧ケミカル株式会社 北海道 焼却 ○ ○ ○ 

株式会社かんでんエンジニアリング 京都市、大阪府、神戸市 洗浄 ○ 

株式会社ＧＥ 堺市 焼却 ○ ○ 

ユナイテッド計画株式会社 秋田市 焼却 ○ ○ ○ 

エコシステム小坂株式会社 秋田県 焼却 ○ 

認定業者数は平成26年１月末現在で20業者に達し、今後も増加見込み 
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微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理推進① 



合理的な処理方策の検討 

 次の事項について、「微量PCB廃棄物等の適正処理に関する研究会」

を開催し、学識者及び関係事業者団体等の助言を得つつ、検討を行っ

ているところ 

 ○ 課電自然循環洗浄法等の適用の枠組みの早期構築 

 ○ 絶縁油の抜油後の筐体（容器）についての安全かつ合理的な処

理方策 

その他の技術的知見の取りまとめ 

 ○ 平成26年９月に、学識者の助言を得つつ、「低濃度PCB含有廃棄

物に関する測定方法（第２版）」を策定・公表 

 ○ 平成27年１月に、学識者の助言を得つつ、「搬出困難な微量Ｐ

ＣＢ汚染廃電気機器等の設置場所における解体・切断方法」を策

定・公表 
４ 

微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理推進② 





１．条約の採択を受けて 

• 2013年10月に熊本で開催された外交会議において、「水銀に関する水俣条約」が採択
された（ 2015年2月18日現在、署名128カ国、締結10カ国）。 

• 国連環境計画（UNEP）は、２～３年程度での条約発効を目指している。 

• 環境省では、2014年３月に中央環境審議会に「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後
の水銀対策について」を諮問。 

• 2015年２月６日に中央環境審議会より水銀廃棄物対策に 

   ついて答申。 

６ 

水銀に関する水俣条約への対応～水銀廃棄物の環境上適正な管理～ 

２．条約の概要 

• 前文に，水俣病の教訓について記載。 

• 水銀鉱山からの一次産出、水銀の輸出入、小規模金採掘等を規制。 

• 水銀添加製品（蛍光管、体温計、血圧計等）の製造・輸出入、水銀を使用する工業プロ
セス（塩素アルカリ工業等）を規制（年限を決めて廃止等）。 

• 大気・水・土壌への排出について、利用可能な最良の技術/環境のための最良の慣行（
BAT/BEP）を基に排出削減対策等を推進。大気への排出については、石炭火力発電所
、非鉄金属鉱業、廃棄物焼却炉等を対象として削減。 

• 水銀廃棄物について既存条約（バーゼル条約）と整合を取りつつ環境上適正な管理を
推進。 

• 途上国の能力開発、設備投資等を支援する資金メカニズムの創設。 



我が国における水銀廃棄物の発生状況 

分類 具体例 

廃金属水銀等 

（１）ポロシメーターに使用された水銀、廃試薬、
排ガス処理施設から回収された水銀 

 

（２）水銀汚染物や水銀添加廃製品から回収され
た水銀 

水銀汚染物 水銀を含む汚泥、焼却残さ（燃え殻、ばいじん） 

水銀添加廃製品 

ボタン型電池、医療用計測器類、工業用計測器
類、蛍光灯、水銀スイッチ・リレー、歯科用水銀
アマルガム、ワクチン保存剤（チメロサール）、無
機薬品 

※ここでの水銀廃棄物には、条約の下で定められる基準値以下のものやバーゼル条約
における処分作業の対象に該当しないものも含まれ得る 
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我が国における廃棄物等に含まれる水銀のフロー 

（2010年度ベース） 

８ 



９ 

水俣条約を踏まえた水銀廃棄物対策の検討の方向性 

廃棄物処理法の施行令、施行規則等の改正により
対応予定。 

 

廃金属水銀等 

• 金属水銀はこれまで有価物として取り扱われてお
り、廃棄物処理法において特別な規定はされてい
ない。 

• 今後、条約による水銀の使用の制限に伴い、金属
水銀を廃棄物として取り扱う可能性を想定し、廃棄
物処理法において廃金属水銀を特別管理廃棄物
とし、処理基準を設定する。 



１０ 

水俣条約を踏まえた水銀廃棄物対策の検討の方向性 

 水銀汚染物 

• 現状では、水銀を高濃度に含む汚染物からは水銀回収が行わ
れており、低濃度の汚染物は廃棄物処理法に基づき埋立処分
されている。 

• 今後、条約により水銀回収のインセンティブが減り、水銀を高
濃度に含む汚染物が埋立処分される可能性があるため、環境
保全上支障がないよう基準の強化を行う。 

 水銀添加廃製品 

• 一般廃棄物（家庭から排出される電池、蛍光管等）は①メーカ
ーによる自主回収や、②市町村等が収集し、水銀回収又は埋
立処分が行われている。 

• 産業廃棄物は、主に水銀回収等が行われているが、直接、埋
立処分されているものもある。 

• 今後も引き続き水銀回収を促進するとともに、水銀添加廃製品
がより環境上適正に取り扱われるよう基準の強化等を行う。 





最終処分場の放流水の排水基準等の見直しについて 

国内外の動向も踏まえつつ、有害な化学物質等を含む廃棄物等の適正処理
を確保し、生活環境の保全を図る。 

○ カドミウムに係る基準等の見直し 

✓平成23年10月にカドミウムの健康保護に係る水質環境基準及    
 び地下水環境基準が0.01mg/Lから0.003mg/Lに変更。 

 
✓これを踏まえ、平成26年６月から、中環審循環型社会部会廃棄物処理基準
等専門委員会において、 

 
 ➣廃棄物処理法に基づく廃棄物最終処分場からの放流水の  
    排水基準 
 ➣特別管理産業廃棄物の判定基準 等 
   
の見直しを検討中。平成27年２月10日から３月11日まで本委員会の報告書（案）
の意見募集（パブリックコメント）を実施中。 
（https://www.env.go.jp/press/100342.html） 
   
○ トリクロロエチレンに係る基準等の見直し検討予定 

１１ 



３．適正処理のための制度 
 
（１）優良産廃処理業者認定制度 
（２）ＷＤＳガイドライン 
（３）電子マニフェスト 
（４）環境配慮契約法 







～優良産廃処理業者認定制度 優良認定数の推移～ 

 
１４ 



１５ 

～「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」の策定～ 
  （ＷＤＳ(Ｗaste  Ｄata  Ｓheet)ガイドラインとは）   
  産業廃棄物の委託契約時に、排出事業者が処理業者に提供 
 することとされている産業廃棄物の適正な処理のために必要な 
 事項に関する情報を具体的に示したもの 
   ☛平成１８年３月に「ＷＤＳガイドライン」を策定 
 
  《参考》廃棄物処理法施行規則第８条の４の２（委託契約に含まれるべき事項） 
   一～五 （略） 
   六 委託者の有する委託した産業廃棄物の適正な処理のために必要な次に    
    掲げる事項に関する情報 
     イ 当該産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項 
     ロ 通常の保管状況の下での腐敗、揮発等当該産業廃棄物の性状の変   
      化に関する事項 
     ハ 他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項 
     ニ～ホ （略） 
     ヘ その他当該産業廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項 
   七～九 （略） 

   
   

（２）ＷＤＳガイドライン 















第三次循環型社会形成推進基本計画 
（平成25年５月 閣議決定） 抜粋 

電子マニフェスト普及拡大に向けた 
ロードマップ策定（平成25年10月） 

電子マニフェストの普及率（目標を設定する指標） 

 廃棄物等の適正な処分の確保等を図るために有用な

電子マニフェストの利用割合について平成28年度にお

いて50％に拡大することを目標とする。 

２２ 

～電子マニフェストの普及率、ロードマップ～ 













廃棄物処理センター等に対する補助事業 

 都道府県又は政令市（以下「都道府県等」という。）が関与して産業廃棄物の処理を行うため
のモデル的な施設を整備し、処理施設の安全性に十分配慮するなど周辺住民の理解が得
やすい産業廃棄物の処理施設を設置するための知見及び円滑な事業経営に必要なノウハ
ウを都道府県等が蓄積することにより、今後の産業廃棄物処理施設の整備を推進しやすい
体制を構築する。 

目 的 

補助対象事業費（Ａ）  補助対象外事業 

国庫補助 
（Ａ）×１／４ 

都道府県等の 
出資又は補助 

民間からの借り入れ等 

①焼却施設（処理能力１００ｔ／日以上） 
②感染性廃棄物の焼却施設（処理能力１００ｔ／日以上） 
③管理型最終処分場（埋立面積１ｈａ以上） ④化学処理施設 ⑤産廃再生利用総合施設 

平成27年度予算(案)額 ６００百万円 
（平成26年度予算１，０２２百万円） 

補助対象施設 

補助スキーム 総事業費 

廃棄物処理センター、PFI法に基づく選定事業者等 

支出予定先 

２７ 











有害性が懸念される廃棄物の適正処理等調査検討事業 
平成27年度予算額４２百万円（２９百万円） 

○ 有害性が懸念される廃棄物の発生抑制・適正処理のための取組の検討等 
  ストックホルム条約の規制対象候補物質や、国内の環境基準が変更等される可能性のある化学物質など、
有害性が懸念される化学物質を含む廃棄物について、処理実態の詳細を把握した上で、廃棄物処理法に基
づき、適正処理を徹底するための方策について調査・検討を行う。 

ストックホルム条約の規制対象候補物質（2015年5月のCOP７へ勧告される予定） 

物質名 主な用途 

塩素化ナフタレン エンジンオイル添加剤、防腐剤、電気絶縁材、黒鉛電解板、木材注入材 

ヘキサクロロブタジエン 溶媒 

ペンタクロロフェノール 農薬、殺菌剤、防腐剤 

○ 感染性廃棄物等の適正処理の確保 
  「廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理マニュアル」 等に基づく取組実態の把握、フォローアップ等を
通じて、感染性廃棄物等の適正処理を徹底するための取組を推進する。 

目的 国際的な動向も踏まえつつ、環境中で有害性等が懸念される化学物質等を含む廃棄物の 

適正処理を確保し、生活環境保全上の支障の発生の未然防止を図る。 

主な事業内容 

環境中での有害性等が懸念される化学物質の廃棄に伴うリスクを低減 
生活環境保全上の支障の未然防止を図り、安全・安心な社会を構築 

有害性が懸念される化学物質の例 

  バーゼル条約下の下で改訂作業が進められているＰＯＰｓ廃棄物の環境上適正な管理に関する各種ガイ
ドラインに対し、我が国の適正処理技術に関する情報を適切にインプット・ガイドラインの内容を踏まえた適正
処理方策を検討する。 

•   

•   

３２ 










